
「社会復帰促進等事業に係る平成25年度成果目標の実績評価及び平成26年度成果目標」（案）に関する総括表
資料３

○ 25年度実績評価：Ｃ評価の事業

26番号：56 未達成の指標
【アウトカム指標】

理由 改善事項 26年度目標
25番号：56

技能実習生に対する
事故・疾病防止対策等
の実施のための経費

＜事業概要＞
技能実習生受入れ企
業に対する安全衛生、
健康確保に関する助
言・指導等を中心とし
た事故・疾病防止対策
等を行う。

（担当：職業能力開発
局海外協力課外国人
研修推進室）
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【アウトカム指標】
技能実習１号の死傷者年千
人率が６．４８以下

25年度分より、技能実習生（1
号）のみを受け入れている実習実
施機関も技能実習生１号の労働
災害被災者数を把握するための
調査対象として広げたこと（※）や、
「建設業」「金属製品製造業」等の
業種において労働災害者数が増
加したことに伴い、全体の数が増
加したため（24年度労働災害被災
者数に比べ「建設業」では24人（平
成24年度合計44人）、「金属製品
製造業」では32人増加（平成24年
度合計76人）した）。
※24年度分までは技能実習生
（2号）を受け入れている実習
実施機関（技能実習生（1号）
も受け入れている場合もあ
る。）を調査対象としていたが、
上記のとおり調査対象を拡大し
たことにより、調査の回収数が
前年度より35.9％増加（24年
度：14,984、25年度：20,363）
した。
※技能実習（1号）：技能実

習生として受け入れられた外国
人に対して与えられる1年目の
在留資格
※技能実習（2号）：技能実

習（1号）を修了し、さらに技
能等を習熟させるために技能実
習を継続する外国人に対して与
えられる2年目、3年目の在留資
格

技能実習制度は、人権侵害
等の技能実習に係る不正行為、
労働関係法令違反が指摘され
ている上に、国会や総務省勧
告、米国国務省等の国内外か
ら問題が指摘され、技能実習制
度の適正化が求められていた。
安全衛生分野においては、労
働関係法令の中でも違反が多
いことから、その改善が特に必
要であったため、26年度は本事
業の予算を拡充している。
具体的には、専門家（安全衛
生アドバイザー、メンタルヘルス
アドバイザー）による巡回指導
件数を25年度と比べ約2.5倍に
し、違反が多い安全衛生分野
に係る指導を強化することで、
技能実習生を受け入れている
企業における労災防止に努め
る。また、労働災害被災者数が
増加傾向にある建設業につい
ては、「安全衛生マニュアル」を
作成し、金属製品製造業につい
ては25年度に作成した同マニュ
アルの配布といった取組を実施
することにより、労災防止に関
する周知啓発を一層推進する
こととする。
以上の取組を通じ、アウトカム
指標を達成できるよう努めるこ
ととしたい。

【アウトカム指標】
平成25年度の技
能実習1号の死傷
者年千人率（６．５
２）以下
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【アウトカム指標】

技能実習１号の死傷者年千
人率 ６．５２

（技能自習生１号での労働災
害被災者数：４４０人/技能実
習生（１号）新規入国者数：６７，
４２６人）

【アウトプット指標】

①安全衛生アドバ
イザーによる実地
指導の実施 850
件

②メンタルヘルス
アドバイザーによ
る実地指導の実
施 150件
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「社会復帰促進等事業に係る平成25年度成果目標の実績評価及び平成26年度成果目標」（案）に関する総括表

○ 25年度実績評価：Ｂ評価の事業

26番号：5 未達成の指標
【アウトプット指標】

理由 改善事項 26年度目標
25番号：5

障害者職業能力開発
校施設整備費

＜事業概要＞
業務上負傷し、身体
障害となった者の早期
社会復帰を図るため、
これらの者に対して職
業に必要な技能・知識
を習得させ、又は向上
させるために、障害者
職業能力開発校の訓
練科及び施設の整備
を行う。
（担当：職業能力開発
局能力開発課）
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５
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度
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標

障害者職業能力開発校での
充足率を８０％以上とする。

求職障害者のうち精神障害者や
発達障害者の求職申込み件数
が大きく増加している中で、現状、
障害者職業能力開発校の受講
者の過半数以上が身体障害者
となっており、精神障害者や発
達障害者に対応した訓練コース
の設定が少ないことなどが目標
未達成の原因であると考えられ
る。

労働市場の動向、求職ニー
ズ・企業ニーズ（求人ニーズ）
等を踏まえた訓練科目の見直
しを行い、より一層の充足率
の向上を図る。
また、25年度より、就職を希望
する精神障害者や発達障害
者に対応するため、訓練指導
員に対して指導技法等を提供
する事業に取り組んでおり、
引き続き支援難度の高い障害
者の受入れ体制を整備してい
く。

【アウトカム指標】
障害者職業能力開発
校での就職率を65％
以上とする。

２
５
年
度
実
績

７５．３％
（当該年度定員：１，６３０人
入校者数：１，２２８人）

【アウトプット指標】

障害者職業能力開
発校での充足率を
80％以上とする。
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